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①複数大学による産学連携体制の構築、ベンチャー支援 

②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進 

③地域の自治体・産業界と連携した共同研究の推進 

④その他、産学連携・地域連携に関する複数大学等の連携・協働による取組 
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東京学芸大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

教育インキュベーションセンター構想

概要・目的

【目的】
　「公教育におけるオープンイノベーション」を推進するため、東京学
芸大学をプラットホームとした企業や公共組織、大学等との連携・共同
を促進し、教育に関わる「新事業の創出」を支援することを通して、外
部資金の導入を図りつつ、学部・大学院教育の充実と、研究の活性化並
びにその成果の社会的活用と情報発信を行う。
【概要】
　起業支援会社であるMistletoe株式会社と連携協定を締結し、「公教
育におけるオープンイノベーション」を推進するための全国的拠点を構
築する。主な事業は下記のとおり。
◆「教育インキュベーションセンター（仮称）」の開所・運営
　東京学芸大学キャンパス内に「教育インキュベーションセンター（仮
称）棟」を建設し、東京学芸大学とMistletoeが合同で設立する組織が
軸となり同センターを運営する。
◆「教育未来（教育イノベーション）クラブ」の企画運営
　教育現場や学生と大企業、スタートアップの橋渡しとなるプラット
フォームとして「教育未来（教育イノベーション）クラブ」を設置し、
教育に関する研究開発などの企画運営を行う。
◆「フィールド研究」「教育支援関連演習・実習」の企画運営
　大学院におけるフィールド研究、学部における教育支援関連演習や実
習の場として学生の教育活動に活かし、本プラットフォームを利活用す
る。

始　　期 平成30年9月26日（連携協定締結）

終　　期 定め無し

関係機関
(大学・自治体・企業等)

行政機関・自治体、国際機関、教育委員会、大学（教員養成系、研究系
教育学部）、企業、学校等

成　　果

想定する５つの成果
◆民間企業など外部機関との積極的な人事交流による、教育政策研究機
能の拡充
◆実験フィールドで実践した研究成果を教育現場及び教員養成カリキュ
ラムへ反映
◆附属学校を真の実験フィールド校へと転換
◆ＡＩから始まる技術革新による教育イノベーションを先導し、教育人
材を輩出
◆スポーツと文化の大学における自律的展開モデルの提供

その他特記事項

平成30年9月26日に本件に関して記者発表を行った。
http://www.u-gakugei.ac.jp/pickup-news/2018/09/mistletoe.html

他大学等の参加の可・不可
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東京学芸大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

Ⅲ-②-1



お茶の水女子大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

社会連携講座「女性活躍促進連携講座」

概要・目的

　日本社会の多様な組織において、女性がより一層輝き続けるための環
境整備に向け、女性の採用や登用に高い関心を有する民間企業や公的研
究機関等が連携し、共同で本学に社会連携講座「女性活躍促進連携講
座」を設置することを通じて、そのプラットフォームの構築を目指す。

始　　期 平成30年10月

終　　期 平成33年3月

関係機関
(大学・自治体・企業等)

新日鉄住金ソリューションズ（株）、エスビー食品（株）、（株）三井
住友銀行、（株）ポピンズ、（株）ブリヂストン、SOMPOホールディン
グス（株）、大日本印刷（株）、（株）ロッテ、カルティエ、ほか

成　　果

　これまで女性人材の育成や支援に取り組んできた現場の経験に基づ
き、女性の視点を出発点とし、企業の目線、女子学生の目線から女性活
躍促進を図るための課題を抽出し、その課題を解決していく。

その他特記事項

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称
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電気通信大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

UECアライアンスセンターの設置

概要・目的

　電気通信大学100周年キャンパスにイノベーション創出と人材育成を
目指し、本学と学外諸機関との共創の場とすることを目的として、UEC
アライアンスセンターを設置した。
　次の活動を進めるため、センター内に共同研究推進のため40研究区画
を置いている。
・本学と産業界等との共同研究及びその成果の実用化促進のための活動
・本学と産業界等との連携による人材育成のための活動
・本学の重点研究分野における拠点形成のための活動

始　　期 平成29年4月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

大企業、近隣の中小企業、インキュベーションフェーズを卒業した本学
大学発ベンチャー、本学教育研究センター、URA共創プラットフォーム

成　　果

　平成30年4月現在、28企業と本学の4教育研究センター等が入居し満室
となっている。また、入居企業との共同研究はセンター開設以来32件、
43,241千円に達している。
　UECアライアンスセンター内にある100周年記念ホールでは入居企業だ
けでなく外部からも参加可能なベンチャービジネスセミナー、プログラ
ミング教室、ICTワークショップを実施し、「協働と共創の場」づくり
を目指している。

その他特記事項

UECアライアンスセンターウェブサイト
　　https://www.uac.uec.ac.jp/

大　学　名

分
類

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称
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一橋大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加不可

文理共創によるイノベーションの創出

概要・目的

　産業技術総合研究所と本学が「文理共創」を軸とした産学官連携・協
力に関する協定を締結し、今後、当協定に基づき、産業界のリーダーを
輩出してきた本学と最先端の産業技術を生み出してきた産業技術総合研
究所が、それぞれの強みを活かして連携することにより、文理共創型コ
ンサルティングや高度経営人材の育成に取り組み、日本初のイノベー
ション創出への貢献を目指す。

始　　期 平成28年10月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

国立研究開発法人産業技術総合研究所

成　　果

①一橋大学・産総研イノベーションセミナー
（対象者：中小企業経営者・大企業の事業企画担当者）

②「国際標準化」研究を「一橋ビジネスレビュー」誌で発信
③産総研キャンプ

（本学学生を対象に技術の社会実装を考えるワークショップ）
④一橋の数理・情報科目への産総研研究者の出講
⑤交流見学会（健康・ヘルス、自動車運転など）
⑥産総研「社会実装デザインスクール」への一橋研究者の出講
⑦企業向けコンサルティングメニュー作成のための企業訪問
⑧ヘルスケア・サービス効果計測コンソーシアムへの参画

その他特記事項

 http://www.hit-u.ac.jp/function/outside/news/2016/20161012.html

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称
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茨城大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加不可

企業と大学の組織的な連携による次世代社会基盤研究の推進

概要・目的

　茨城大学と日立オートモティブシステムズ株式会社は、相互の発展や
地域の発展と産業の振興に寄与することを目的に、茨城県の協力のも
と、両者による連携事業を包括的に推進する「連携事業実施協定」を締
結した。
　本包括協定を通じて、茨城大学と日立オートモティブシステムズ株式
会社は、自動運転関連技術をはじめとした共同研究や学術交流、さらに
は人的交流やグローバル規模でのインターンシップの受け入れ、人材育
成などを推進していくことにより、次世代ビークルに向けた新技術の創
出や産業競争力の向上による茨城県の地域創生にも貢献する。

始　　期 平成28年8月8日～

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

国立大学法人茨城大学
日立オートモティブシステムズ株式会社

成　　果

・共同研究契約（平成28年度　2件、平成29年度　5件、平成30年度　9
件）
・海外インターンシップ・3週間・修士1年生（平成29年度　2名：米
国・中国、平成30年度　2名：ドイツ・中国）
・国内インターンシップ・4週間・修士1年生（平成29年度　2名、平成
30年度　2名）

その他特記事項

資料別添２のとおり
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群馬大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

群馬大学次世代モビリティオープンイノベーション協議会

概要・目的

　産学官金連携を結集させて、本協議会に参画するあらゆる業種の企
業、自治体等と協同して、次世代モビリティの研究開発、製造・生産シ
ステムの研究、社会実装連携の研究を進めていく。

始　　期 平成29年5月1日設置（平成29年9月5日　設立総会開催）

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

　群馬県内外地方自治体・企業等計106社（平成30年8月現在）

成　　果

　協議会を活用した技術シーズ情報の収集・整理、企業ニーズの調査・
マッチング等を図ることで、地域のコア技術等に基づく新しい地方創生
モデル、地域科学技術振興の成功事例の創出を見込んでいる。

その他特記事項

協議会の概要及び活動実績ポンチ絵添付
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他大学等の参加の可・不可
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埼玉大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

先端産業国際ラボラトリーにおけるイノベーション創出活動

概要・目的

　産学官金連携による研究・開発協働、事業化・標準化等を見据え、地
域社会・世界とのインターフェイスとして先端産業国際ラボラトリーを
設置し、地域企業との産学官金連携による事業化・起業等を見据えた応
用研究・開発力を強化する。

始　　期 平成28年度

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

（株）朝日ラバー、（株）ソーケンメディカル、（株）IHI、（株）マ
グネテックジャパン、埼玉県立がんセンター、埼玉県、さいたま市、さ
いたま商工会議所、（公財）さいたま市産業創造財団、防衛医科大学、
目白大学、浦和大学、他多数

成　　果

　産学官金共創ネットワーク形成を目的としたワークショップ・セミ
ナー開催や、先端産業インキュベーション･スペースにおける企業との
研究開発・試作・製品化・事業化まで一貫した共同研究の推進、新産業
創出・標準化事業を通じた社会への還元、研究開発を通じた産業人材育
成などを多数実施し、地域社会への貢献を目的として活動を行ってい
る。ワークショップ・セミナー開催は産業界からの経営者･技術者･研究
者の参加が順調に増え、共同研究契約は件数、受入額とも増加してい
る。この他、海外の研究機関や企業との国際共同研究開発プロジェクト
も始動させている。

その他特記事項

参考URL：http://www.saitama-u.ac.jp/aiit/

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
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要
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大　学　名
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信州大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

世界の豊かな生活環境と地球規模の持続可能性に貢献するアクア・イノ
ベーション拠点（科学技術振興機構　センター・オブ・イノベーション
（COI）プログラム）

概要・目的

　地球規模でみると人間が使いやすい水は少なく、このまま人口増加が
続けば、安全・安心な水の確保はますます難しくなることが予想され
る。アクア・イノベーション拠点は、信州大学が得意とするナノカーボ
ン材料の技術と、オールジャパン体制の強固な産学官連携を基盤に、脱
塩性、透水性、ロバスト（頑強）性、耐熱・耐久性を飛躍的に向上させ
た物質分離材料の開発とモジュール・システム化に取り組んでいる。こ
れにより、水処理の低コスト化、省エネ化を実現し、革新的な『造水・
水循環システム』の実用化をめざしている。

始　　期 2015年11月1日

終　　期 2022年3月31日（予定）

関係機関
(大学・自治体・企業等)

信州大学、株式会社日立製作所、東レ株式会社、長野県
理化学研究所、高度情報科学技術研究機構（RIST）、海洋研究開発機構
（JAMSTEC）、中央大学

他多数

成　　果

　ビジョン実現の鍵となる分離膜の開発を始め、既にいくつもの革新的
な成果が生み出されつつあり、プロジェクトは実用化に向けた実証の段
階に入っている。世界中の人々がいつでも十分な水を手に入れられる社
会の実現に向けて、今後も研究開発を強力に推進していく。

その他特記事項

次のURLを参照
http://www.shinshu-u.ac.jp/coi/

取
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要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可
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岐阜大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加不可

スマート金型開発拠点事業
～生産人口減少社会に向けた「スマート生産システム」の開発～

概要・目的

　岐阜大学は文部科学省の地域科学技術実証拠点整備事業（平成28年度
第2号補正予算）による支援を受け、産学による共同研究の拠点となる
「スマート金型開発拠点」を整備した。
　本拠点では、産学が協働して金型や産業機械のスマート化を図り、こ
れらをIoTプラットフォームに連結し成形不良の予兆を捉え自律的に成
形や加工条件を調整する『スマート生産システム』を世界に先駆けて事
業化し、地域製造業の競争力を飛躍的に向上させることを目指す。

始　　期 平成29年1月31日

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

【参画企業１４社】
太平洋工業（株）、（株）アマダマシンツール、（株）デンソー、
（株）チゥキヨー、小島プレス工業（株）、東芝機械（株）、オムロン
（株）、（株）岐阜多田精機、扶桑工機（株）、日本ユニシス・エクセ
リューションズ（株）、ユニアデックス（株）、村田機械（株）、
（株）ヤマナカゴーキン、双葉電子工業（株）

成　　果

　これまでにセンシング技術、IoTプラットフォーム・データ解析技術
を担う２つの横断的研究室と、個々の技術課題に取り組む５つの研究開
発グループからなる研究推進体制を構築した。
　これらに参画する企業は近年制定した「共同研究講座」制度を活用
し、１つ屋根のもとに集い産学の組織的な連携のもと本格的な共同研究
を推進していく計画である。
　本事業での研究成果が実用化されれば、自動車をはじめ製造企業のサ
ポーティングインダストリーによって支えられる東海地域にとって大き
な経済効果が期待できる。

その他特記事項

○スマート生産システムの概要（資料１）
○研究開発推進体制（資料２）
○地域連携スマート金型技術研究センター（事業実施主体）HP
https://www1.gifu-u.ac.jp/~gcadet/

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要

岐阜大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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京都大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

産官学連携の新しい「京大モデル」の構築

概要・目的

　本学の指定国立大学法人構想の柱の一つとして、産官学連携の新しい
「京大モデル」の構築を掲げており、この中で、改正国立大学法人法に
より指定国立大学法人のみに出資が可能となっている研修・講習事業や
コンサルティング事業を実施する事業子会社「京大オリジナル株式会
社」を設立し、研究成果・知的財産を活用した取組を展開する。
　本構想に基づき、既に本学の事業子会社である関西ティー・エル・
オー株式会社及び京都大学イノベーションキャピタル株式会社と産官学
連携本部が有機的に連携し、産官学連携活動の新たな取組みを進めてい
く。

始　　期 平成３０年６月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

京都大学、京大オリジナル株式会社、京都大学イノベーションキャピタ
ル株式会社、関西ティー・エル・オー株式会社

成　　果

　平成30年での会社設立を目指し、これらの制度設計の構想に関する検
討を進め、本構想に関する記者発表等を行い（平成29年8月）、各セミ
ナー等においても発表を行い、文部科学省に対して、平成30年3月に出
資認可申請を行い、平成30年6月1日付けで京大オリジナル株式会社を設
立した。

その他特記事項

京大オリジナル株式会社ＨＰ
https://www.kyodai-original.co.jp/

京都大オリジナル株式会社設立 プレスリリース
http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/events_news/office/kenkyu-
suishin/sankangaku-renkei/news/2018/180601_1.html

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要

京都大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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大阪大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

産官学民による「共創イノベーションプラットフォーム」の構築と運用

概要・目的

　企業、国・地方自治体、大学・公的研究機関に加え、地域社会・市民
の声からも、オープンイノベーションに繋がる共創テーマの発掘と選定
を行う。具体的には、SNSやインターネットも活用した市民参加型のイ
ノベーション勉強会（未来共創思考サロン）などでグローバル社会や地
域社会課題の見える化を行い、そこに潜む問題点をデザイン思考的に議
論することで未来の社会価値を創造する。続いてその新たな社会価値に
基づき様々なステークホルダーが参画して共創テーマの探索を行う。さ
らに、その過程でオープンコミュニティ（共創テーマ探索チーム）を形
成する。この共創テーマ探索チームには、国内外の複数の企業、国内外
の複数の大学、複数の地域社会からの人材が参画し、プロジェクト途中
からはコンソーシアム型の共同研究講座・協働研究所・協働ユニット等
の「多組織」対「多組織」の研究活動に発展させ、資金的に自立した研
究開発体制（共創テーマ研究ユニット）を構築する。

始　　期 平成29年４月１日

終　　期 平成34年３月31日

関係機関
(大学・自治体・企業等)

大学等の研究機関：信州大学、兵庫県立大学、NICT等
自治体：吹田市、豊中市、大阪市、池田市等
企業：ミズノ、竹中工務店、マルホ、博報堂、BIGLOBE、廣済堂、Momo
等

成　　果

・平成29年度：５つの未来共創思考サロン（OU Explorer、Scanミー
ティング、Joyous Future Salon、Joyous Future Salon Design
Edition、およびへんてこリングProjecｔ）を開催した。大阪大学
Innovation Bridgeグラント「大型産学共創コンソーシアム組成支援プ
ログラム」を新たに創設して学内公募のうえ、12件を採択してチーム組
成し、内１プロジェクトで製品が事業化された。
・平成30年度：「池田市　研究×まちづくり　サロン」などの未来共創
思考サロンを実施するとともに、上記グラントで18件を採択してチーム
組成した。

その他特記事項

・従来の取組との違いや特徴：地域社会・市民も含めた社会のさまざま
な知の担い手と議論・協働することで「知の協奏と共創」を実現しよう
とする点
・目指している成果（成果指標）：1,000万円/年以上の大型共同研究契
約ならびに新たな協働研究所・共同研究講座の設置。
・今後の展開：PDCAサイクルを回して取組みを本格化させる。
・参考URL：http://www.uic.osaka-u.ac.jp/

取
　
組
　
概
　
要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可

大阪大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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神戸大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

神戸大学先端膜工学センター・一般社団法人先端膜工学推進機構

概要・目的

　神戸大学先端膜工学センター（膜センター）は、日本初かつ唯一の総
合的膜工学の研究拠点として、神戸大学が強みを有する膜に関わる複数
の研究室の連携強化を図り、世界最先端の膜工学研究と教育活動を推進
することを目的に設立された。また、一般社団法人先端膜工学研究推進
機構（膜機構）は、膜センターとの連携を通じ、膜工学における先端研
究と人材育成を産学官連携で推進することを目的に設立された学外機関
である。膜技術に関連した世界市場をリードするには我が国発の革新的
技術開発と国際的に通用する人材育成が必要であり、こうした課題解決
のため、膜センターでは膜機構に参加する約70社の企業と数多くの共同
研究、情報交流、人材教育、施設利用等の連携プログラムを実施し、成
果を上げている。

始　　期 平成19年

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

企業：「膜」に関連した国内・国外企業　（約70社）
大学：「膜」に関連した国内・国外大学　（国内5大学、国外13大学）
自治体：神戸市、兵庫県など

成　　果

膜機構によるオープンイノベーションの促進などを目的とする主な事
業：①膜センターへの資金提供による研究支援
②大学研究成果の企業会員への普及
③個別のテーマについての企業会員と膜センター教員との連携の促進
④膜センターの研究と教育に対する産業ニーズの反映　など

以上の取り組みにより、膜センターでの研究成果に基づく膜機構会員企
業による多数の製品化事例を有する。また、膜機構会費収入や大型競争
資金獲得などによる教育・研究環境整備に関しても成果をあげている。

その他特記事項

　神戸大学では、2015年4月に膜工学に関する専用の研究棟「先端膜工
学研究拠点（膜ビル）」（6階建、延床面積6千平方メートル）を新設
し、分散していた膜センターの研究室を集約し、設備・スペース両面で
の充実を図ることで産学官連携を一層進めやすい環境を整備した。

関連ウエブサイト：
http://www.research.kobe-u.ac.jp/eng-membrane/center/
http://maftech-kobe.or.jp/home/
http://www2.kobe-u.ac.jp/~matuyama/Membrane-Building/index.html

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要

分
類

大　学　名

神戸大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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神戸大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

未来世紀都市学研究ユニット及び道場「未来社会創造研究会」

概要・目的

　数年後の未来ではなく、世代を超えた未来社会を構築するために、目
指す学術研究と実用化研究から生まれる「知」を融合・実装することを
目的としている。工学・都市安全・経済学・経営学・文学・国際協力・
法学・価値工学・産学連携に関わる教員、様々な業種の産業界、自治体
が集まり、ヒトから都市の「健康」の強靭性（レジリエンス）を維持す
るための価値を創造し、知識・技術・産業を創出することを目的として
いる。

始　　期 平成28年4月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

国内研究機関：２機関
海外大学：２大学（予定）
参画企業：国内４社（2018年9月現在）
自治体：兵庫県・神戸市など

成　　果

　各研究者個人の業績は相当の数に上る一方で、神戸大学が目指す「知
の融合」の促進に関する活動実績が上がりつつある。融合することに
よって「未来世紀都市学」の創生を目指している。そのアプローチの一
つとして優れた学術研究成果を異分野研究者・産業界・市民で共有し、
目指す未来社会像を構築するための「未来世紀都市フェス」の開催やユ
ニットに内包する道場「未来社会創造研究会」によるイノベーション人
材育成などの革新的な教育プログラム開発も行っている。

その他特記事項

未来世紀都市学研究ユニット
http://www.edu.kobe-u.ac.jp/oair-mirai/member/index.html

道場「未来社会創造研究会」
http://www.lab.kobe-u.ac.jp/eng-miraidoujo/

未来世紀都市フェス2017 Youtube動画
https://www.youtube.com/results?search_query=%E6%9C%AA%E6%9D%A5%
E4%B8%96%E7%B4%80%E9%83%BD%E5%B8%82%E3%83%95%E3%82%A7%E3%82%B920 
17%E3%80%80%E7%A5%9E%E6%88%B8%E5%A4%A7%E5%AD%A6

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取

組

概

要

分
類

大　学　名

神戸大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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広島大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加可

JST産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）
「ゲノム編集」産学共創コンソーシアム

概要・目的

　バイオ産業、動植物の品種改良、健康・安全、生命科学研究などの分
野で革新的な価値創造が見込まれているゲノム編集技術を対象として、
基礎研究と応用研究を連続的に繋ぐゲノム編集開発プラットフォームの
創成を行っている。
　また、広島大学のゲノム編集拠点を核として、参加機関により価値共
創プラットフォームを形成し、研究と合わせて、技術・システム革新シ
ナリオ作成、 人材育成、情報共有に産学共創で取組み、ゲノム編集技
術の社会実装に向けた基盤づくりを行っている。

始　　期 2016年9月2日

終　　期 2021年3月31日

関係機関
(大学・自治体・企業等)

１）大学等研究機関：9機関
（大阪大学、九州大学、東京工業大学、徳島大学、神戸大学、理化学研
究所、農研機構、酒類総合研究所、甲南大学）

２）民間企業：23社
（マツダ、キユーピー、日本ハム、エディットフォース、長瀬産業、大
日本住友製薬、興人ライフサイエンス、特殊免疫研究所、フェニックス
バイオ、ファスマック、東レ、磐田化学工業、出光興産、大塚製薬工
場、癸巳化成、富士フイルム、日本フイルター、バイオパレット、セツ
ロテック、中国電力、凸版印刷、花王、ポーラ化成工業）

成　　果

１）民間企業23社が参画するコンソーシアム全体で、1.5億円／年以上
の共同研究費を集め、微生物、動物、培養細胞、植物、国産ゲノム編集
ツールの開発の5つの研究開発テーマをオールジャパン体制で推進して
いる。

２）上記に加え、1.5億円／年のJSTマッチングファンドを受けて、非競
争領域の研究開発をオープンイノベーションで加速している。

その他特記事項

別紙参照。

＜参考URL＞
・「ゲノム編集」産学共創コンソーシアム
http://www.mls.sci.hiroshima-u.ac.jp/smg/opera/index.html
・JST産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）
http://www.jst.go.jp/opera/

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称
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http://www.jst.go.jp/opera/ryoiki.html 

広島大学Ⅲ．産学連携・地域連携　②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進
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山口大学

大 分 類 産学連携・地域連携

小 分 類 ②産業界との連携によるオープンイノベーションの推進

参加不可

宇部興産株式会社との包括連携協定

概要・目的

　山口大学では，地域の有力企業である宇部興産株式会社と平成16年
（2004年）「包括的連携協力に関する基本合意書」を締結し，「研究開
発協力」「人材育成・人材交流」「技術交流」の三つの柱で活動を続け
てきた。その実施にあたっては，階層毎に委員会を構成し，互いの組織
間での意思疎通が図れるような体制を構築し実施している。

始　　期 平成16年度

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

宇部興産株式会社、山口大学

成　　果

◆研究開発協力
平成16年（2004年）に「包括的連携協力に関する基本合意書」を締結し
て以来，累計で，共同研究：約200件，特許：約40件，学会・論文発
表：約100件。

◆技術交流
RT（研究・技術）プラザ及び包括連携協力・成果発表会を開催。

◆人材育成・人材交流
混合給与により企業研究者を大学教員として採用。
宇部興産の若手社員を対象とした化学工学基礎講習会において工学教員
が講師と務めた。また、山口大学工学部の講義に宇部興産株式会社社員
10名が講師を務め、相互に人材交流を行っている。

その他特記事項
別添参照

取
　
組
　
概
　
要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可
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